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令和８年度普通交付税等の交付決定額について  

  

令和８年度の普通交付税等の交付額が７月２４日（金）に閣議報告され、山梨県分につ

いては次のとおり決定されました。 

  

（当初算定比較） 

◎ 普通交付税                                  （単位：千円、％） 

区  分 令和８年度 令和７年度 ※ 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 １５０，５７３，１４６ １３９，９３９，１４９ １０，６３３，９９７ ７．６ ９．０ 

市町村分 ９５，８１６，４６１ ９４，７２０，１８７ １，０９６，２７４ １．２ ３．８ 

計 ２４６，３８９，６０７ ２３４，６５９，３３６ １１，７３０，２７１ ５．０ ６．５ 

（臨時財政対策債は令和７年度に引き続き、新規発行額ゼロとなった。） 

※12月の再算定による追加交付額（県分 73.5億円、市町村分 61.7億円）は含まず。 

        

 

◎  地方特例交付金                                         （単位：千円、％） 

区  分 令和８年度 令和７年度 増 減 額 増 減 率 全国増減率 

県  分 ４，７１７，２５３ ４５７，３９１ ４，２５９，８６２ ９３１．３ ７０３．７ 

市町村分 １，４０９，９０３ ６８６，０８１ ７２３，８２２ １０５．５ １３３．７ 

計 ６，１２７，１５６ １，１４３，４７２ ４，９８３，６８４ ４３５．８ ３３７．１ 
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Ⅰ 県 分（当初算定比較） 

 

令和８年度の普通交付税等の算定においては、需要の面では、高等学校等就学支援金制

度の拡充（いわゆる教育無償化）に伴う教育費の増や地域未来基金費の創設などにより増

加した。 

収入の面では、実質法人二税の増などから増加となり、普通交付税額は、令和７年度よ

り１０６．３億円（７．６％）増加し、１，５０５．７億円となった。 

なお、臨時財政対策債は、２年連続で新規発行額ゼロとなった。 

 

１ 普通交付税  

交付決定額は１，５０５．７億円で、令和７年度に比べ１０６．３億円、７．６％の増と

なった。 

○ 増減理由 

・ 基準財政需要額  

高等学校等就学支援金制度の拡充（いわゆる教育無償化）に伴う教育費の増や地域未

来基金費及び臨時財政対策債償還基金費の創設などにより、１８２．７億円、７．４％

の増となった。 

・ 基準財政収入額 

実質法人二税が増加したことなどから、７５．９億円、７．２％の増となった。 

 

普通交付税額の決定方法 

普通交付税額＝基準財政需要額－基準財政収入額 

     基準財政需要額＝単位費用×測定単位（人口等）×補正係数 

基準財政収入額＝税収入の見込額×７５％ 

 

２ 地方特例交付金  

個人住民税における住宅ローン控除（４．３億円）、自動車税環境性能割の廃止（６．

８億円）並びに軽油引取税（３４．５億円）及び地方揮発油譲与税（１．６億円）の当

分の間税率廃止に伴う減収分を補塡するため交付されるものであり、今年度は４７．２億円

となり、令和７年度に比べ４２．６億円、９３１．３％の増となった。  
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Ⅱ 市町村分（当初算定比較） 

 

令和８年度の普通交付税等の算定においては、需要の面では、人口と面積を基本として

算定する包括算定経費のほか、地域振興費や今年度限りで創設された臨時財政対策債償還

基金費などにより増加した。 

収入の面では、地方消費税交付金や市町村民税所得割、市町村民税法人税割の増などか

ら増加となり、普通交付税額は、令和７年度より１１．０億円（１．２％）増加し、９５

８．２億円となった。 

また、普通交付税が配分されない不交付団体は、令和７年度交付団体であった山中湖村

が新たに不交付団体となったことで、昭和町、忍野村、山中湖村の３団体となった。 

なお、臨時財政対策債は、２年連続で新規発行額ゼロとなった。 

 

１ 普通交付税 

交付決定額は９５８．２億円で、令和７年度に比べ１１．０億円、１．２％の増

となった。 

 

○ 増減理由（交付団体）令和８年度・７年度ともに交付団体である２４団体での比較。 

・ 基準財政需要額  

人口と面積を基本として算定する包括算定経費のほか、地域振興費の増や臨時財政

対策債償還基金費の創設などにより、７４．８億円、３．６％の増となった。 

 

・ 基準財政収入額 

地方消費税交付金や市町村民税所得割、市町村民税法人税割の増などにより、 

６３．８億円、５．６％の増となった。 

 

令和８年度においては、山中湖村が市町村民税法人税割の増を主な要因として新たに

不交付団体となった。 
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○ 不交付団体 

※ 全国では１都８６市町村が不交付団体（令和７年度当初は１都８４市町村） 

 

２ 地方特例交付金 

個人住民税における住宅ローン控除（６．４億円）、自動車税（４．７億円）及

び軽自動車税（２．１億円）の環境性能割の廃止並びに地方揮発油譲与税の当分の

間税率廃止（０．９億円）に伴う減収分を補塡するため交付されるものであり、今

年度は１４．１億円となり、令和７年度に比べ７．２億円、１０５．５％の増とな

った。  

 

 

町 村 名 理    由 期   間 

昭和町 
基準財政収入額が、引き続き基準財政需要額を

上回ったため、不交付団体となった。 
昭和59年度～（43年連続） 

忍野村 
基準財政収入額が、引き続き基準財政需要額を

上回ったため、不交付団体となった。 

昭和60年度～平成4年度 

平成8年度～平成14年度 

平成16年度～平成21年度 

平成24年度～令和3年度 

令和5年度～（4年連続） 

山中湖村 
基準財政収入額が、基準財政需要額を上回った

ため、不交付団体となった。 

昭和49年度、昭和50年度 

昭和61年度～平成21年度 

平成23年度～令和2年度 

令和5年度、令和6年度、 

令和8年度 


